
令和５年度第８回南区協議会次第 

日時：令和５年１１月３０日（木）午後１時３０分から 

会場：南区役所 ３階 大会議室 

１ 開会 

２ 議事 

（１）協議事項 

① 区再編後の区協議会の仕組み等について     【市民協働・地域政策課】 

②「生物多様性はままつ戦略 2024」（案）のパブリック・コメント 

の実施について                                         【環境政策課】 

③ 保健・福祉・医療関連計画（案）のパブリック・コメント 

の実施について（6案件） 【福祉総務課・障害保健福祉課・高齢者福祉課・ 

介護保険課・健康医療課・健康増進課】 

④ 浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）のパブリック・コメント 

の実施について                    【カーボンニュートラル推進事業本部】 

（２）報告事項 

 浜松市立幼稚園・保育園の拠点園及び基幹園（モデル園）の選定について

                                                     【幼児教育・保育課】 

３ その他 

・次回の開催予定  

    第９回：令和５年１２月１９日（火） 

（午後１時３０分から 南区役所３階大会議室にて） 

    第１回南地域分科会：令和６年１月３１日（水） 

（午後１時３０分から 南行政センター【※旧南区役所】３階大会議室にて） 

４ 閉会 



1 

区協議会の運用について 

１ 代表会の運用 

（１）権限・責務 

  ア 区協議会の運営に関する事項を調整 

  イ 諮問、協議、報告事項を審議 

・諮問、協議、報告事項を審議し、市へ意見を提出する 

・市からの回答について、地域分科会へ報告する 

ウ 諮問、協議、報告事項を付託 

・必要があると認める事項について、地域分科会へ付託して審議させることができる 

・付託した事項について、地域分科会からの意見をまとめて市へ提出する 

・市からの回答について、地域分科会へ報告する 

（２）年間スケジュール 

 ア 令和 5年度まで（必要があれば開催（下記案件Ｃは 2月開催予定）） 

・ 諮問、協議、報告事項は全て地域分科会へ付託 

  イ 令和 6年度から（4回程度／年） 

・ 議案を提案する時期に合わせて開催（5月（9月議会案件）、7月（11 月議会案件）、

10 月（2月議会案件）、2月（5月議会案件）） 

・ 諮問事項について、代表会委員から意見がない場合は即日答申とし、意見があっ

た場合は書面で翌月に答申する 

（３）案件 

 区域全体に関する事項を議論 

・Ａ（諮問）公の施設の設置又は廃止など（随時） 

・Ｂ（協議）条例や計画のパブリックコメントなど（随時） 

・Ｃ（報告）区政運営方針への提案（2月）、報告（5月） 

・Ｄ（報告）区協議会からの意見・要望付き答申への対応状況など（随時） 

   ※開催スケジュール 

（４）委員構成   

・ 中央区代表会の委員 8人は、中・東・西・南区地域分科会の会長、副会長で構成 

・ 浜名区代表会の委員 8人は、浜北・北地域分科会の会長、副会長に加え、各地域分

科会から 2人ずつ選出して構成（地域性に配慮して選出） 

・ 天竜区協議会は、代表会と地域分科会を一体で運営し、その運営は地域分科会の規

定を準用する 

９月 27 日大都市制度・行財政改革特別委員会資料改 
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資料１ 
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２ 地域分科会の運用 

（１）権限・責務 

  ア 地域づくりに関する事項を審議 

・ 地区コミュニティ協議会や地域分科会の委員から提出された提案、意見、要望に

ついて審議する 

・ 必要があると認める事項について、市へ提出することができる 

・ 市からの回答について、地区コミュニティ協議会へ報告する 

  イ 代表会から付託された、市の諮問、協議、報告事項を審議 

・ 代表会から付託された事項について審議し、代表会に意見を提出する 

（２）年間スケジュール 

  ア 令和 5年度まで（3回程度／年） 

・地域課題をはじめ、代表会から付託された諮問、協議、報告事項を議論 

・令和 6年度からは市の諮問、協議、報告事項を少なくし、地域課題の議論を充実 

イ 令和 6年度から（12 回程度／年） 

・地区コミュニティ協議会や地域分科会の委員から寄せられた地域課題を中心に議論 

・代表会から付託された地域性の強い諮問、協議、報告事項を議論 

（３）案件 

所掌区域に関する事項を議論 

・Ｅ 地域課題の議論（通年） 

・Ｆ（諮問）区役所の予算編成（所掌区域のみ）の諮問、答申、結果 

（9月・10 月・2月） 

・Ｇ（協議）地域力向上事業（助成事業）の提案、事後評価（2月ほか・5月） 

・Ｈ（協議）地域力向上事業（助成事業以外）の提案（4月ほか） 

 ※開催スケジュール 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

代表会
A・B・

C・D

A・B・

D

A・B・

D

A・B・

C・D

地域
分科会

E・H
E・G

(A・B・

C)
E

E

(A・B)
E E・F

E・F

(A・B)
E E E

E・F・G

(A・B・

C)
E
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（４）委員構成 

ア 委員の区分 

  （ア）団体推薦委員 

地区コミュニティ協議会、自治会、シニアクラブ、民生委員、ＰＴＡ、子ども

会、消防団、水防団、地区社会福祉協議会、体育振興会、青少年健全育成会、   

ＮＰＯ、ボランティア団体など 

（イ）公募委員 

地域のまちづくりに関心を持っていて、広い視野で意見を述べられる方 

（ウ）直接指名委員 

学識経験者など 

イ 委員の定数 

（ア）令和 5年 12 月 31 日まで 

中区 
協議会 

東区 
協議会 

西区 
協議会 

南区 
協議会 

北区 
協議会 

浜北区 
協議会 

天竜区 
協議会 

20 人 20 人 25 人 20 人 25 人 20 人 25 人

（イ）令和 6年 1月 1日から令和 8年 3月 31 日まで 

中央区協議会 浜名区協議会 
天竜区 
協議会 中 

地域分科会 
東 

地域分科会 
西 

地域分科会 
南 

地域分科会 
北 

地域分科会 
浜北 

地域分科会 

25 人 20 人 25 人 20 人 20 人 20 人 25 人

・ 北区協議会における三方原地区選出委員（5 人）については、令和 6 年 1 月以降

は中地域分科会の委員とする 

（ウ）令和 8年 4月 1日から 

中央区協議会 浜名区協議会 
天竜区 
協議会 中 

地域分科会 
東 

地域分科会 
西 

地域分科会 
南 

地域分科会 
北 

地域分科会 
浜北 

地域分科会 

20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人

・ 各地域分科会委員からなる推薦会を設置し、委員の推薦を行う 

・ 地区コミュニティ協議会が設置された場合は、その代表者が地域分科会の委員と

なる 

・ 地区コミュニティ協議会が設置されなかった場合は、各地域分科会の推薦会に 

おいて、地域性に配慮し委員を決定する 
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地区コミュニティ協議会の運用等について 

地区コミュニティ協議会は、地域の各種団体を包含し、地域課題を話し合う組織として、

地域の任意で設置することができます。設置した場合には、市の附属機関である区協議会

に対し、地域振興及び地域課題の解決に関して提案、要望、意見を述べることができます。 

１ 地区コミュニティ協議会の運用 

（１）機能・役割 

・地域分科会（天竜区は区協議会）に対し、地域振興及び地域課題の解決に関する   

提案、要望、意見を述べることができる 

・地域分科会（天竜区は区協議会）に委員を選出するものとする 

・地区内の各種団体が連携して地域課題等をまとめる 

・地域分科会（天竜区は区協議会）からの報告内容を地域内の各種団体と情報共有する 

（２）年間スケジュール 

・地域分科会の開催にあわせて会議を開催（最大 12 回程度／年） 

※その他の自主的な事業活動については、各地区コミュニティ協議会において年間  

活動計画を作成して実施 

（３）案件 

  ・地域分科会へ提案、要望、意見を述べるための対象地区に関する地域振興及び地域

課題の解決に関する事項 

  （例） 

通学路の危険箇所の改修要望 

騒音や水質検査などの環境調査結果の報告要望 

 路線バスの存続に向けた民間事業者に対する行政の働きかけの要望 

地域力向上事業（区課題解決事業）への提案  

  ※その他の自主的な事業活動については、各地区コミュニティ協議会において年間 

活動計画に基づき実施 

（４）予算 

   事務経費、会場経費等（１地区あたり約５万円／年） 

   ※協働センターが契約、購入し、市が直接支払う予算（直執行予算） 

   ・会議に要する消耗品やコピー料 

   ・会合や勉強会に要する会場使用料 

   ・地域課題を解決するための調査旅費 

   ・勉強会等の講師謝礼 

９月 27 日大都市制度・行財政改革特別委員会資料改 資料 2-1 
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<参考>区予算として活用が可能な事業費（地区コミュニティ協議会の活動として活用 

できる） 

   ・協働センターを核とした地域課題解決事業（１協働センターあたり 15 万円） 

 ・市民提案による住みよい地域づくり助成事業（補助金） 

（補助率 1/2（上限 200 万円）） 

   ・区民活動・文化振興事業 

   ・区課題解決事業 

２ 認定要件 

地区コミュニティ協議会の設置については、地域の負担を考慮し、地域の任意とする。 

また、認定要件については、地域の自主性を尊重し、定員や任期、部会の設置、事業

活動など、組織の運営に関する細かな規定は定めず、会議を円滑に行うための最小範囲

の条件を要綱に規定する。 

（１）区域 

  ・原則として地区自治会連合会区域を最小単位とした範囲で活動する団体であること 

  ※ただし、地域の自主性を尊重し、地区自治会連合会の同意があればこの限りでない 

（２）構成団体 

  ・複数の各種団体や個人により構成し、地区自治会連合会の同意を得た当該地域を  

代表する団体であること 

  ※協議会の構成団体に地区自治会連合会を含めることが望ましい。ただし、地区自治

会連合会が希望しない場合はこの限りでない 

（３）その他の認定要件 

  ・規約を作成すること 

  ・活動区域の全ての住民が活動に参加できること 

  ・主体的、継続的な活動を行うこと 

  ・年間の活動計画を作成すること 

  ・民主的な組織運営を行うこと 

  ・暴力団または暴力団員と関係を有しないこと 

  ・宗教の教義を広め、儀式行事を行い、信者を強化育成する活動を行わないこと 

地区コミュニティ協議会 

など 

地区自治会 

連合会 

(同意必須) 

子ども会 

地区自治会 

連合会 OB 

体育 
振興会 

地区 
社会福祉 
協議会 

消防団 

まち 
づくり 
協議会 

NPO 

シニア 
クラブ 

個人 
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３ 認定までの流れ 

<STEP１>各種地域団体のキーパーソンにヒアリング 

 ・コミュニティ担当職員が地域団体のキーパーソンへ説明を行い、設置の意向を確認する 

<STEP２>規約等の作成 

 ・コミュニティ担当職員が設立趣旨書や規約などの書類作成をサポート 

<STEP３>総会の開催 

・地域において関係者を一堂に会した設立総会を行う 

<STEP４>認定 

・協働センターを通じて、区役所または行政センターにて地区コミュニティ協議会を認定 
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コミュニティ担当職員の役割について 

１ 通常業務 

（１）地域状況の把握 

・自治会や地域団体の会合に参加 

・地域の現状や課題の把握 

・地域の魅力や資源の情報収集 

・地域の核となる組織や地域のキーパーソンを把握 

（２）相談・アドバイス 

・身近な相談窓口として、地域の悩みや困りごとを傾聴 

・地域の相談に対し、課題を整理し解決策をアドバイス 

・地域の相談内容を本庁所管部局へ繋ぐ 

  ・エリアマネージャーや他のコミュニティ担当職員と情報共有 

（３）活動支援 

  ・地域の人材情報や他の地域団体の活動事例などを地域へ提供 

  ・各種団体間のハブ機能として連携を促進 

  ・市民提案による住みよい地域づくり助成事業の案内 

・協働センターを核とした地域課題解決事業の提案または企画及び実施 

（４）情報発信 

  ・協働センターだよりの発行 

  ・市の公式ホームページや SNS の活用 

  ・窓口や会合で有益情報の提供 

（５）その他 

  ・地域要望に応じた生涯学習講座や協働センター自主事業の企画及び運営 

  ・各地域団体の行事支援 

２ 地区コミュニティ協議会 

（１）設立支援 

①各種地域団体のキーパーソンにヒアリング 

   ・地域団体のキーパーソンへ説明を行い、設置の意向を確認 

   ・各種団体や地区内住民への説明をキーパーソンと共に行い、設立に向けた機運を

高める 

②規約等の作成 

   ・設立趣旨書や規約などのひな形を提供し、書類作成をサポート 

③総会の開催 

・地域において関係者を一堂に会した設立総会を行う 

④認定 

・協働センターを通じて、区役所または行政センターにて認定 

９月 27 日大都市制度・行財政改革特別委員会資料改 資料３ 

※コミュニティ担当職員活動 
ハンドブック（コミ担のお仕
事の概要）については、後日
提供する予定です。
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（２）運営支援 

   地区コミュニティ協議会の活動のうち、区協議会に関する活動の事務局機能を担う。 

   ※地区コミュニティ協議会の自主的な活動や会計事務は、地区コミュニティ協議会

の自主性、主体性を尊重する 

 ①年間スケジュールの作成 

・地区コミュニティ協議会の意向を確認し、年間スケジュールを作成 

・必要に応じて、会議の日程や出席者の調整などを行う（オンライン開催等） 

②議題の提案・収集 

・把握している地域課題の中から議題を抽出して提案 

・会議の出席者へ提案したい議題を確認 

③会議の開催 

   ・会議の出席者と日程を調整し、開催の案内を通知 

・会場確保や会議資料の印刷など、会議前の準備 

・出席者の発言の補足や地域分科会への提出内容の確認など、会議中のサポート 

・議事録作成や課題の論点整理など、会議後の整理 

・エリアマネージャーと課題を共有し、地域分科会へ議題として提出 

   ・地域分科会、代表会に出席（※「３ 地域分科会、代表会」に記載） 

 ④地区コミュニティ協議会への報告 

   ・地域分科会の議論の様子や市からの回答を会議や文書を通して報告 

⑤勉強会の開催 

・勉強会を開催するための会場確保や講師依頼などの相談対応 

・必要に応じて、開催準備や勉強会の進行をサポート 

３ 地域分科会、代表会 

（１）地域分科会 

①議題内容の整理 

・エリアマネージャーと連携して提案・意見・要望内容を整理し、会議資料を作成 

②会議資料の確認 

・地区コミュニティ協議会から地域分科会へ出席する委員と会議資料の内容を確認 

③会議へ出席 

・地域分科会へ出席し、出席委員の発言を補足するなど、委員をサポート 

・市からの回答について、地区コミュニティ協議会への報告方法を検討 

④勉強会の提案 

・更なる議論を深めるため、地区コミュニティ協議会での勉強会の提案 

（２）代表会 

 ①会議へ出席 

   ・当該地区コミュニティ協議会の案件を報告する際、代表会から求めがあった場合

は、エリアマネージャーと共に代表会へ出席し、内容を説明 



 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
「生物多様性はままつ戦略 2024」（案）のパブリック・コメントの実施

について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

 現状、課題等）

〇経緯 

・「生物多様性はままつ戦略2018」の計画期間が終了したた

め、新たな地域戦略として「生物多様性はままつ戦略2024」

を策定する。 

〇背景 

・2013年の「生物多様性はままつ戦略」策定から10年が経過

し、その間、人口減少、少子高齢化の進行、大規模災害の

発生、市民のニーズの多様化など、社会情勢が変化してい

る。 

・開発や外来生物の生息域拡大、気候変動などにより生物多

様性の損失が進行している。 

・2022年12月「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採

択され、2023年３月には「生物多様性国家戦略2023-2030」

が策定された。 

対象の区協議会 令和５年度全区協議会（南区：１１月３０日） 

内  容 

「生物多様性はままつ戦略2024」（案）について意見を伺

う。なお、区協議会でいただいた意見は、パブリック・コメ

ントの意見として取り扱う。 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和５年 11月 15日(水) 

～令和５年 12月 14 日(木) 

・市の考え方公表 ：令和６年２月予定 

・施行時期     ：令和６年４月予定 

担当課 環境政策課 担当者 鈴木 良実 電話 453-6149 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。



 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
 保健・福祉・医療関連計画（案）の 

パブリック・コメントの実施について（６案件） 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等）

・保健・福祉・医療関連の各種計画（６計画）が令和５年度

で終期を迎えるため、次期計画を策定する。 

・広く市民の意見を反映するため、計画（案）に関するパブ

リック・コメントを実施するもの。 

対象の区協議会 令和５年度全区協議会（南区：１１月３０日） 

内  容 

・以下の６つの計画（案）について、意見を伺う。なお、区

協議会でいただいた意見は、パブリック・コメントの意見

として取り扱う。 

・各計画の内容については、別冊の各パブリック・コメント

資料のとおり。

（１）第５次浜松市地域福祉計画（案） 

〔担当課：福祉総務課〕 

（２）第４次浜松市障がい者計画（案） 

〔担当課：障害保健福祉課〕 

（３）はままつ友愛の高齢者プラン（案） 

〔担当課：高齢者福祉課・介護保険課〕 

（４）第３次浜松市がん対策推進計画（案） 

〔担当課：健康医療課〕 

（５）第四次浜松市自殺対策推進計画（案） 

〔担当課：健康医療課〕 

（６）健康はままつ 21（第３次浜松市健康増進計画・第２

次浜松市歯科口腔保健推進計画・第 4次浜松市食育

推進計画）（案） 

〔担当課：健康増進課〕 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和５年 11月 15 日(水) 

～令和５年 12月 14 日(木) 

・市の考え方公表：令和６年２月予定 

・計画の施行  ：令和６年４月予定 

担当課 
（とりまとめ）

福祉総務課 
担当者 京橋 茂敏 電話 ４５７－２３２６ 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。



 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）のパブリック・コメ

ントの実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等）

〇背景・経緯 

・「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」は、2030

年度における温室効果ガスの削減目標や、市民・事業者・

市が相互に連携して削減目標を達成するための施策を定

めている。 

・国の「地球温暖化対策計画」の改定を踏まえて、2030年度

の本市の温室効果ガスの削減目標や、目標達成のために取

り組む施策などを改定する。 

対象の区協議会 全ての区の協議会 

内  容 

市の計画案について意見を伺う。特に、以下の項目につい

ては、重点的に意見をいただきたい。なお、区協議会でいた

だいた意見は、パブリック・コメントの意見として取り扱う。

・温室効果ガス排出量削減に関する施策について（第5章） 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・意見募集期間 ：令和５年 11月 15 日(水) 

～令和５年 12月 14 日(木) 

・市の考え方公表：令和６年２月予定 

・施行時期   ：令和６年４月予定 

担当課 

カーボンニュ

ートラル推進

事業本部 

担当者 野末 泰宏 電話 457-2502 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。



 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   □協議事項    ■報告事項 

件  名 
浜松市立幼稚園・保育園の拠点園及び基幹園（モデル園）の選定に 

ついて 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等）

○ 背景 

・令和 5 年 6 月、「浜松市立幼稚園・保育園の適正化等に関

する方針」の施行 

少子化や幼児教育・保育の市民ニーズが多様化する中、子

供たちにとって、より望ましい幼児教育・保育環境を実現

することを目的に策定 

・方針に「提供体制の確保」及び「運営の充実」の施策の一

つとして、拠点園・基幹園の設定を明記 

基幹園については、令和 6 年度から 2 年間、モデル園によ

る効果や課題の検証を実施 

≪拠点園≫  

中学校区に原則 1園選定 

地域の市立幼稚園・保育園の拠点となる園【方針 4（1）②】

 ≪基幹園≫ 

拠点園の中から数園を選定 

地域全体の幼児教育・保育の質の向上を図る役割を担う園

【方針 4（2）③】 

○ 経緯 

R5. 7：市立幼稚園・保育園への説明 

R5. 8：令和 5 年 8 月、関係課（市民協働・地域政策課、

教育総務課など）への説明 

R5. 9：私立園への説明 

R5.10：教育委員会への説明 

R5.11：浜松市議会（厚生保健委員会）への説明 

対象の区協議会 全区協議会 

内  容 

方針に基づき市が選定した拠点園及び基幹園（モデル園）

について報告するもの。 

○ 拠点園 

  41 園（幼稚園 25 園、保育園 16 園） 

○ 基幹園（モデル園） 

  2 園（与進幼稚園、雄踏保育園） 

備 考 
（答申・協議結果を得た

い時期、今後の予定など）

担当課 幼児教育・保育課 担当者 渡邊 仁 電話 457－2117 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。



• 保育所の施設整備等により定員は年々拡大しています。
• 令和3年、4年の4月時点の保育所等利用待機児童数は
ゼロとなりました。

• 園児数10人以下の学年が6割以上あり、小規模化し
ています。

• 築後40年以上の施設は全体の約6割あり、老朽化が
進んでいます。

【市立幼稚園（60園）保育園（20園）】【市立幼稚園（60園180学年 休園含む）】

• 市立幼稚園は、園児数が大幅に減少し、集団での学びと持続可能な運営が難しくなっている園が増加してい
ます。

• 市立保育園は、今後、少子化の進行により園児数の減少が予想されており、保育需要に合わせた定員の適正
化が必要です。

• ライフスタイルの多様化や子育てに対する価値観の変化などにより、市立幼稚園・保育園の現状（制度・施
設など）が現在の保護者のニーズに応えられていない部分があります。

• 市立幼稚園・保育園ともに施設の老朽化が進んでおり、子供たちの安全・安心と快適な環境を確保するため
には、施設の改修が必要です。

• 都市部と中山間地域では、幼児教育・保育の提供体制等の実情が大きく異なっています。

２ 就学前施設の現状

１ 方針策定の目的・基本理念 ４ 基本方針

（１）提供体制の確保

（２）運営の充実

（３）施設の整備

• １学年(３歳児以上)15人以上の園児の確保を目指し、統廃合などを検討します。

• 保育需要や既存施設の保育環境に合わせた、適正な定員の設定に努めます。

• 市立幼稚園・保育園の中から、園児数や施設の状況などを踏まえ「拠点園」を設定します。

• 地域の実情や保護者などのニーズ、施設の状況などを踏まえ、認定こども園への移行が合理的と

判断した場合には、既存の市立幼稚園・保育園の「認定こども園化」を検討します。

① 「集団での学び」の充実を図るため、規模適正化に努めます。

② 中学校区をエリアとし、地域の市立幼稚園・保育園の拠点となる園（拠点園）を設定します。

③ 多様な市民ニーズや地域の実情などを踏まえ、「認定こども園」の設置を検討します。

② 社会環境の変化に対応した運営を推進します。

③ 拠点園の中から、地域全体の幼児教育・保育の質の向上を図る役割を担う園を設定します。

① 市立幼稚園・保育園に期待される役割を意識した運営に取り組みます。

• 浜松市教育総合計画など、市の施策に基づく教育・保育を実践します。

• 地域への愛着を育む教育・保育を実践するとともに、私立園を含め、小学校との連携・接続を推進

します。

• 研修や指導訪問の充実などにより、幼稚園教諭・保育士の資質向上を図ります。

• 支援を必要とする子供や外国にルーツを持つ子供たちが、共に学び成長できる幼児教育・保育を推

進します。

• 災害時の拠点としての機能強化を図ります。

• 拠点園の預かり保育や一時預かり事業などを充実します。

• 私立園を含む地域の幼児教育・保育の連携を推進する役割を担い、幼児教育・保育に関する情報

発信などを行います。

• 地域の子育て支援機能（未就園児への支援など）を充実します。

① 計画的な施設修繕に取り組みます。

② 統廃合などに合わせ、効率的・効果的な整備方法を検討します。

③ 環境等に配慮した整備を推進します。

• 利用者に配慮したバリアフリー化や、環境に配慮した省電力化などを検討します。

• 大規模改修などによる施設の長寿命化を図ります。

• 予防保全による計画的な施設の保全・維持を図ります。

• 拠点園に必要な機能を踏まえた整備に努めます。

• 既存施設の活用を優先しますが、統廃合や認定こども園化に伴い必要性が生じた場合には、移転

や新設を検討します。

• 施設の複合化（学校等との施設の一体化など）を検討します。

３ 課題

• 市立幼稚園の園児数は平成27年から令和４年まで
の7年間で半数以下に減少しています。

市立幼稚園・保育園の適正化等の目的は、子供たちにとって、より望ましい幼児教育・保育環境を実現す
ることです。
少子化や人口減少が進行するとともに、幼児教育・保育に対する市民ニーズが多様化する中、社会動態や

保育需要の変化に適応し、地域性等にも配慮した、持続可能で質の高い幼児教育・保育を実現していくため、
今後の市立幼稚園・保育園の方向性（考え方）を示す方針を策定します。
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７ 方針運用にあたっての配慮事項等

５ 地域（中学校区）ごとの適正化等の進め方 ～ 標準モデル ～

• 原則１園を拠点園に設定します。（幼稚園・保育園それぞれに設定する場合があります。）

• 園児数の減少などの状況を踏まえ、拠点園等との統廃合を検討します。

• 統廃合を進める中で、地域内・近隣地域内の需給状況や地域・保護者のニーズなどを踏まえ、認定

こども園化を検討します。

• 原則１園を拠点園に設定します。

• 園児数の減少などの状況を踏まえ、拠点園等との統廃合を検討します。

• 統廃合に合わせ、預かり保育を充実します。

• 原則１園を拠点園に設定します。

• 園児数の減少などの状況を踏まえ、拠点園との統廃合を検討します。

• 統廃合を進める中で、地域内・近隣地域内の需給状況や地域・保護者のニーズなどを踏まえ、認定

こども園化を検討します。

• 拠点園は設定しません。

８ スケジュール

• 保護者や地域住民の理解と協力を得ながら、統廃合が必要とされる場合には慎重に検討を進めます。

• 中山間地域の市立園は、地理的要因や過去の統廃合などの状況を考慮するとともに、統廃合検討開

始の目安（２年続けて「５人未満」になったとき）に該当した場合においても、在園児がおり、園

存続の要望がある場合には、保護者や地元自治会などとともに園のあり方について検討します。

• 統廃合が難しい園においては、集団での学びを補完するため、他園や小学校との交流事業などの充

実を図ります。

• 定員変更や施設整備などにあたっては、私立園に及ぼす影響などを考慮します。

• 幼児教育・保育に関する情報交換や合同研修など、地域全体の幼児教育・保育の質の向上を図る役

割を担う園を中心に私立園と市立園の連携を促進します。

• 統廃合にあたっては、運営の擦り合わせなどを行う十分な期間を確保するとともに、統廃合後ス

ムーズに園生活を送ることができるよう、交流事業などを実施します。

• 統廃合により閉園する際には、在園児の保護者などの意向を確認したうえで、新入園児の募集停止

や閉園する時期などを決定します。

• 統廃合により、著しく通園が不便になる地域については、園児の心身の負担などを考慮したうえで

通園バスによる送迎などを検討します。

• 統合後は、保護者などへのアンケート調査を行い、園の状況などの把握に努めます。

（１）地域性への配慮

（３）私立園との連携

（２）統廃合への配慮

※ 私立園による幼児教育・保育の提供が難しくなった場合には、提供体制について検討します。

（４）その他

• 少子化による園児数の減少や、幼稚園教諭・保育士等の確保がさらに難しくなることを踏まえ、持

続可能で効率的・効果的な幼児教育・保育の提供体制の整備に努めます。

• この方針は、就学前施設に係る制度改正や社会環境の変化に合わせ、必要に応じて見直しを検討し

ます。

６ 規模適正化、拠点園の設定、認定こども園化の考え方

（１）規模適正化

＜統廃合検討開始の目安＞

• ４月１日時点の１学年(３歳児)の園児数が、２

年続けて「５人未満」となったとき

• 統廃合に関して、保護者及び地域の合意があり、

保護者及び地域から要望があったとき

• 地域の就学前施設の状況や人口推計などにより、

統廃合することが合理的と判断したとき

• 施設が老朽化し、建替えまたは建替えに近い規

模での改修が必要になったとき

～ 検討の流れ ～

① ＜統廃合検討開始の目安＞に該当する園の検討

② 地域や市全体の幼児教育・保育の状況などを踏

まえ、統廃合の妥当性について検証

③ 保護者、地元自治会、地域内の私立園など関係

者との調整(統廃合の時期、統廃合後の通園支

援や跡地利用などについて意見交換)

④ 議会、区協議会への説明

⑤ 統廃合の決定

（２）拠点園の設定

• 拠点園を、中学校区に原則１園設定します。※

• 拠点園は、原則、運営を継続します。

• 地域全体の幼児教育・保育の質の向上を図る役

割を担うモデル園を拠点園の中から設定し、効

果や課題などを検証します。

※ 幼稚園と保育園の双方がある中学校区は、それぞれに拠点園を設定

する場合があります。

※ 私立園が地域の需要を十分カバーできている中学校区については、

拠点園を設定しない場合があります。

※ 小規模園（全園児15人以下程度）は、拠点園に設定しない場合があ

ります。

※ 面積が広く、統廃合した場合、著しく通園が困難になるなど、特段

の事情がある場合には、拠点園の設定に考慮します。

～ 拠点園選定の視点 ～

他園と比べて園児数が多く、将来的にも減少見

込みが少ない。

十分な部屋数があるなど、施設の機能が整って

いる。

他園と比べて施設の状態が良い。

利便性の高い場所に立地している。

ハザードマップなどから、災害等で被災する可

能性が低い。

借地がない。 など

（３）認定こども園化

• 認定こども園の設置や移行は、幼稚園と保育園の統合や、保育園の認定こども園化を基本とします。

• 幼稚園の認定こども園化は、保育需要や私立園の需給状況を十分に検証し慎重に検討します。

• 認定こども園化にあたっては、効果や課題などを検証し、今後の拡大について検討します。

（１）市立幼稚園・保育園の両方がある地域

（２）市立幼稚園のみの地域

（３）市立保育園のみの地域

（４）市立幼稚園・保育園がない地域

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

市立幼稚園・保育園の各種制度や実施園の見直し
(預かり保育、発達支援など)

施設の修繕等に関する計画

市立認定こども園化の検討、選定、効果・課題の
検証

作業内容

方針の運用等

統廃合等による適正規模の確保等

拠点園の設定

地域全体の幼児教育・保育の質の向上を図る役割
を担う園（モデル園）の設定、効果・課題の検証

令和9年度～令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

選定・決定

実施、進捗管理、必要に応じて内容・実施園の見直し

統廃合に関する検討・調整・実施

進捗管理、必要に応じて内容の見直し

開設、効果・課題の検証 本格実施

完成

実施、効果・課題の検証選定・決定

選定・決定

実施、進捗管理、必要に応じて内容・実施園の見直し検討・決定

検討・策定

選定・決定・準備 開設、効果・課題の検証 本格実施

必要に応じて見直し

完成

実施、効果・課題の検証 本格実施選定・決定



園児数：令和5年4月1日現在

園児数 園児数 園児数 園児数

1 鴨江保育園 93 1 西部中 初生幼稚園 47 32 北星中

① 白脇幼稚園 41 2 寺島保育園 112 2 南部中 33 都田中

3 西保育園 72 3 北部中 豊岡幼稚園 22 17 三方原保育園 83

4 中部中 三方原幼稚園 21

5 八幡中 西気賀幼稚園 6

6 曳馬中 伊目幼稚園 10

4 南保育園 98 中川幼稚園 45

5 江西保育園 79 中央幼稚園 13

8 蜆塚中 高台幼稚園 12

9 高台中 引佐幼稚園 59 18 引佐保育園　 72

② 花川幼稚園 4 6 花川保育園 65 10 開成中 金指幼稚園 9

7 佐鳴台保育園 115 11 佐鳴台中 奥山幼稚園 12

8 権現谷保育園 119 12 富塚中 伊平幼稚園 3

③ 和田幼稚園 16 9 中ノ町保育園 70 引佐北部みさと幼稚園 10 37 引佐北部中

④ 中ノ町幼稚園 30 尾奈幼稚園 32 19 都筑保育園　 54

⑤ 与進幼稚園 48 14 与進中 大崎幼稚園 18 20 三ヶ日保育園 93

⑥ 豊西幼稚園 53 10 笠井保育園 85 平山幼稚園 6

⑦ 笠井幼稚園 45 小松幼稚園 48

⑧ 有玉幼稚園 21 11 積志保育園 92 16 積志中 平口幼稚園（休園） 0

17 丸塚中 内野幼稚園 25

⑨ 万斛幼稚園 43 北浜南幼稚園 40 40 北浜中

⑩ 橋爪幼稚園 54 中瀬幼稚園 78

⑪ 神久呂幼稚園 20 12 神田原保育園 74 19 神久呂中 上島幼稚園 14

20 入野中 赤佐幼稚園 43

⑫ 伊佐見幼稚園 13 赤佐西幼稚園 27

⑬ 和地幼稚園 8 宮口幼稚園 37

22 篠原中 新原幼稚園 22

⑭ 北庄内幼稚園 21 北浜中央幼稚園 37

⑮ 村櫛幼稚園 8 北浜北幼稚園 20

⑯ 舞阪幼稚園（休園） 0 13 舞阪第１保育園 44 北浜東幼稚園 26

14 舞阪第２保育園 49 二俣幼稚園 27

⑰ 雄踏幼稚園 72 15 雄踏保育園 126 25 雄踏中 熊幼稚園 3

⑱ 飯田幼稚園 11 26 東部中 上阿多古幼稚園 5

27 新津中 下阿多古幼稚園 15

⑲ 芳川幼稚園 21 28 南陽中 光明幼稚園 58

⑳ 南の星幼稚園 20 29 江南中 竜川幼稚園(休園) 0

30 東陽中 犬居幼稚園 5

可美幼稚園 55 16 可美保育園 139 31 可美中 気田幼稚園 11

47 水窪中

浦川幼稚園(休園) 0

佐久間幼稚園 3

1,473 1,734

※ 幼稚園・保育園の所在地から中学校区を整理

※ ・・・ 拠点園

※ 下線あり ・・・ 基幹園（モデル園）

中学校区
市立幼稚園 市立保育園

中学校区
市立幼稚園 市立保育園

34 三方原中

38 三ヶ日中

36 引佐南部中

35 細江中

42 麁玉中

41 浜北北部中

39 浜名中

24

48 佐久間中

46 春野中

45 光が丘中

44 清竜中

43 北浜東部中

48校（分校除く）60園（25園） 20園（16園）

7 江西中

13 天竜中

15 笠井中

18 中郡中

21 湖東中

23 庄内中

舞阪中
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浜松市立幼稚園・保育園 拠点園及び基幹園（モデル園）
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● ・・・ 幼稚園（拠点園・基幹園（モデル園））

● ・・・ 幼稚園（拠点園）

○ ・・・ 幼稚園（拠点園以外）

■ ・・・ 保育園（拠点園・基幹園（モデル園））

■ ・・・ 保育園（拠点園）

□ ・・・ 保育園（拠点園以外）


